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経営所得安定対策等推進事業実施要綱（平成 27年４月９日付け 26経営第 3569 号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

農林水産事務次官依命通知 

制  定 平成27年４月９日付け26経営第3569号 

一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 

 一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 

一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1890号 

一部改正 令和元年５月７日付け31政統第 169号 

一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1617号 

一部改正 令和３年４月１日付け２政統第2036号 

一部改正 令和３年12月20日付け３農産第2244号 

一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3432号 

一部改正 令和５年４月５日付け４農産第5515号 

一部改正 令和６年４月１日付け５農産第5111号 

経営所得安定対策等推進事業実施要綱 

農林水産事務次官依命通知 

制  定 平成27年４月９日付け26経営第3569号 

一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 

一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 

一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1890号 

一部改正 令和元年５月７日付け31政統第 169号 

一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1617号 

一部改正 令和３年４月１日付け２政統第2036号 

一部改正 令和３年12月20日付け３農産第2244号 

一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3432号 

一部改正 令和５年４月５日付け４農産第5515号 

第３ 事業の内容 

（略） 

１ （略） 

２ （略） 

（１）～（３）（略） 

（４）対象作物（産地交付金の助成作物を含みます。）の作付面積・生

産数量等の確認事務(衛星画像、ドローン等を利用した確認を

含む現地確認等） 

（５）～（10）（略） 

３～６ （略）  

第３ 事業の内容 

（略） 

１ （略） 

２ （略） 

（１）～（３）（略） 

（４）対象作物（産地交付金の助成作物を含みます。）の作付面積・生

産数量等の確認事務 

（５）～（10）（略） 

３～６ （略） 
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第６ 推進事業補助金の交付 

 １・２ （略） 

 ３ 推進活動経費の区分及び使途内容 

（１）～（３）（略） 

（４）事務等経費 

印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、雑役務費（水田情報等の

整備、事業運営システムの整備・改良等）、消耗品費（自動車等の

燃料費を含みます。）、借料・損料（会場借料、パーソナルコンピ

ュータ、ドローン等のリース料等）、会議費（弁当代・お茶代は除

きます。）、備品費（ドローン等） 等 

（５）・（６）（略） 

 ４～６ （略） 

 

第６ 推進事業補助金の交付 

 １・２ （略） 

 ３ 推進活動経費の区分及び使途内容 

（１）～（３）（略） 

 （４）事務等経費 

印刷製本費、通信運搬費、光熱水料、雑役務費（水田情報等の

整備、事業運営システムの整備・改良等）、消耗品費（自動車等の

燃料費を含みます。）、借料・損料（会場借料、パーソナルコンピ

ュータ等のリース料等）、会議費（弁当代・お茶代は除きます。）、

備品費 等 

（５）・（６）（略） 

 ４～６ （略） 

 

様式第 1号の２ 

令和○○年度都道府県推進活動計画 

（経営所得安定対策等推進事業） 

 

計画作成主体 ○○都道府県 

１・２ （略） 

 

３ 環境負荷低減の取組 

別紙３のとおり。 

注：都道府県は、別紙３によりチェックシートを作成するとともに、

都道府県再生協議会から、都道府県再生協議会が別紙３により

作成したチェックシートの提出を受け、当該チェックシートを

確認してください。 

様式第 1号の２ 

令和○○年度都道府県推進活動計画 

（経営所得安定対策等推進事業） 

 

計画作成主体 ○○都道府県 

１・２ （略） 

 

（新設） 
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（新設） 
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（新設） 
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様式第２号の２ 

令和○○年度地域推進活動計画 

（経営所得安定対策等推進事業） 

 

計画作成主体 ○○市町村 

１～３（略） 

 

４ 環境負荷低減の取組 

 別紙４のとおり。 

注：市町村は、別紙４によりチェックシートを作成するとともに、

地域再生協議会から、地域再生協議会が別紙４により作成した

チェックシートの提出を受け、当該チェックシートを確認して

ください。 

 

 

様式第２号の２ 

令和○○年度地域推進活動計画 

（経営所得安定対策等推進事業） 

 

計画作成主体 ○○市町村 

１～３（略） 

 

（新設） 
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（新設） 
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（新設） 
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- 10 - 

附 則（令和６年４月１日付け５農産第 5111 号） 

１ この通知は、令和６年４月１日から施行します。 

 ２ この通知による改正前の要綱に基づいて実施された事業については、なお従前の例によります。 

 


